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 【 評 価 】 

３ 基準を満たしており、特筆すべき取組みを行っている 

  ２ 概ね基準を満たしている 

  １ 基準を満たしておらず改善が必要 
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大項目１ 教育理念・目的・目標と職業教育のマネジメント 
 

中項目 1-1 教育理念・目的及び目標の設定等 

 

小項目 評価の基準 評価結果の分析 
評価 

結果 
参考資料 

1-1-1 教育理念等を

踏まえ、当該養成施

設として、目的及び

目標を設定し、学科

ごとに育成する人材

像を明確にしている

か 

・教育理念、目的、目標及び育成人材像が、学則、

学校案内、公式文書等に明記されているか。 

• 養成施設全体の目的及び目標と、各学科・コー

スの育成人材像との関係が整理されているか。 

・学科の育成人材像が、単なる資格取得目標にと

どまらず、卒業後に社会で担う役割、必要な職業

能力、専門職としての態度を含んでいるか。 

・教育理念等の見直しを行う場合､関連会議の議

事録､意見聴取結果、改定の経緯等が保存されて

いるか｡ 

・モデル・コア・カリキュラムを養成施設の理念・

目的そのものに置き換えるのではなく、養成施設

の理念・目的を実現するための参照枠として活用

しているか。 

・建学の理念として、「人と人との和」「人と自然と

の調和」「東洋と西洋の融和」の三つの「和」を建学

の心と定め、目的は学則第 3 条に定めている。 

・各学科の人材育成像を明確にし、教育課程や学生

支援、教員体制等の学科運営に結びつけている。ま

た、資格取得のみならず、規則の遵守、礼儀を重ん

じる態度の育成、実技及び臨床実習を通じて医療人

として必要な倫理観、態度、習慣を身に付けること

を重点事項として指導している。 

・現状、建学の理念及び建学の心について、改定の

必要性は感じていないが、見直しを行う場合は、管

理運営会議の議を経ることとしており、検討過程や

改定理由は議事録で確認できるようにしている。 

・理念・目的を実現するためにモデル・コア・カリ

キュラムの一部を新教育課程に反映している。 

２ 

・建学の理念 

・建学の心 

・学則 
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1-1-2 教育理念・目

的・目標に基づき基

本方針（三つのポリ

シー）を設けている

か 

・教育理念・目的・目標と、ディプロマ・ポリシ

ー、カリキュラム・ポリシー及びアドミッショ

ン・ポリシーとの関係が整理されているか。 

・ディプロマ・ポリシーに掲げる卒業時の学修成

果目標が、教育課程の出発点として位置づけられ

ているか。 

・カリキュラム・ポリシーが、ディプロマ・ポリ

シーに示された学修成果目標を達成するための

教育課程編成、教育方法及び評価の方針を示して

いるか。 

・アドミッション・ポリシーが、教育理念・目的・

目標及び他のポリシーを踏まえ、受け入れる学生

像を明確に示しているか。 

・必要に応じて、三つのポリシーと教育課程、学

修成果目標、評価方法との対応関係を確認してい

るか。 

・建学の理念、建学の心、教育目標に基づき、鍼灸

学科、柔整学科、教員養成学科に基本的な方針とし

て三つのポリシーを定めており、各学科の教育活動

を方向付ける方針として示している。 

・卒業時の到達目標をディプロマ・ポリシーとして

「知識・理解」「思考・判断」「関心・意欲」「態度・

人間性」「技能・表現」の 5 項目に細分化し、人材要

件への到達水準を明確に示して教育を行っている。 

・カリキュラム・ポリシーは学修成果目標を達成す

るための教育課程、教育方法及び評価の方針を示し

ている。 

・人（患者）を思いやり、信頼を得る医療人倫理を

考慮した項目としてアドミッション・ポリシー（求

める学生像）に、「人から信頼され、尊敬される人間

性を持っている人」「人を思いやる心を持っている

人」を定めている。 

２ 

・教育に関する三つの方

針 

1-1-3 各学科の育成

人材像は関連業界の

人材要件（知識・技

術・技能・態度等）

に適合しているか 

・関連業界及び関連分野で求められる具体的な人

材要件（知識、技術、技能、態度など）をどのよ

うに把握しているか。 

・学科が定める育成人材像は、これらの業界ニー

ズとどのように対応しているか。 

・業界ニーズの変化に対応するため、育成人材像

を定期的に見直す仕組みがあるか。 

・必要に応じて、育成人材像とモデル・コア・カ

リキュラムで示された資質・能力との関係を確認

しているか。 

・各学科の育成人材像を明確にし、教育課程編成委

員会、治療所訪問、就職相談会を実施し、業界の求

めるニーズを把握し、業界ニーズとの適合性を図っ

ている。 

・業界ニーズが変化した場合は、適宜育成人材像を

見直すこととし、その際はモデル・コア・カリキュ

ラムに示された資質・能力との関係を確認すること

としている。 

２ 

・教育課程編成委員会議

事録 

・治療所訪問報告書 

・就職相談会実施報告書 

 

 

特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 今後の改善方策 

・業界ニーズの把握に努めており、カリキュラムは完成年度を迎える年度や業界

のニーズに合わせて適宜見直している。 

 

 
最終更新日付 2026 年 6 月 30 日 記載責任者 堀井 静 
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中項目 1-2 職業教育のマネジメント体制の整備 

 

小項目 評価の基準 評価結果の分析 
評価 

結果 
参考資料 

1-2-1 職業教育を推

進（教育の企画・設

計・運用、検証及び

改善・向上等）する

ために必要なマネジ

メント体制（以下「職

業教育のマネジメン

ト体制」という。）を

整備し、有効に機能

しているか 

・職業教育のマネジメント体制に関する責任者、

会議体、担当部署、意思決定手続きが明確か。 

・教育課程の編成、授業実施、学生支援、成績評

価、卒業認定、教員研修、学校評価の情報が相互

に連携しているか。 

・学修成果や卒業生・関連業界からの評価を定期

的に把握し、養成施設又は学科として改善に用い

ているか。 

・改善計画の策定、実施、進捗管理、効果の確認

が記録されているか。 

・養成施設全体の運営管理と、学科における分野

別の教育改善が混同されず、役割分担が整理され

ているか。 

・職業教育を推進するため、校長を中心として、管

理運営会議、教員会議、教育委員会を整備し、教務

課が担当している。 

・教育課程の編成、授業実施、学生支援、成績評価、

卒業認定、教員研修、学校評価の情報は上記会議等

で決定及び共有している。 

・卒業生や関連業界からの評価は、アンケートや就

職相談会等で定期的に把握し、必要に応じて改善に

努めている。 

・改善計画の進捗管理は、会議ごとに議事録を作成

して記録している。 

・学科ごとに学科会議を定期的に開催し、学生指導

や個々の科目の授業改善等が議論され、養成施設の

運営管理と役割分担が明確になっている。 

２ 

・管理運営会議規程 

・教員会議規程 

・教育委員会規程 

1-2-2 卒業生及びそ

の就職先等（関連業

界）からのフィード

バック（学修成果の

達成状況、教育内

容・方法に関する評

価等）を組織的かつ

定期的に収集・分析

しているか 

・卒業生及び就職先等からのフィードバックを収

集する方法、対象、頻度が明確か。 

・収集内容が、学修成果の活用状況や教育内容・

方法の改善点を把握できるものになっているか。 

・収集結果を集計・分析し、関係部署や教職員間

で共有しているか。 

・必要に応じて、卒業時の学修成果目標との関係

を確認しているか。 

・就職先への治療所訪問の実施、前年度の就職先へ

の「就職先事業所等に対する学校教育の成果に関す

るアンケート」及び卒後 3 年の卒業生を対象とした

「卒業後のキャリア状況に関するアンケート」を毎

年実施している。 

・学生課でアンケート結果の収集・分析を行い、ア

ドバイザーミーティングで情報共有するとともに、

教育改善に取組んでいる。 

２ 

・就職先事業所等に対す

る学校教育の成果に関す

るアンケート 

・卒業後のキャリア状況

に関するアンケート 

・アンケート分析結果 
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1-2-3 収集・分析した

卒業生及び関連業界

からの評価や意見

を、教育課程、授業

内容・方法、学生支

援等の改善に具体的

に反映させるための

組織的な仕組みが機

能しているか 

・外部評価をどの会議体で検討し、教育改善につ

なげるかが明確か。 

・外部評価に基づく教育課程、授業内容・方法、

学生支援等の改善事例があるか。 

・改善後の効果を確認し、次の改善に活用してい

るか。 

・反映した内容と、反映しなかった内容の理由が

記録されているか。 

・卒業生や関連業界から収集した情報を分析し、管

理運営会議、教員会議、アドバイザーミーティング

で教職員に共有することにより、教育改善に努めて

いる。 

・卒業生や関連業界からの意見等に基づく改善事例

は現状ないが、今後は改善すべき点を指摘された場

合は、担当部署及び責任者を明確にしたうえで、計

画的に改善に取組むこととする。 

２ 

・アドバイザーミーティ

ング議事録 

 

1-2-4 学科としての

学修成果目標達成度

と取組状況を分析・

評価し課題を明確に

しているか 

・学修成果目標の達成度を測定する指標が整理さ

れているか。 

・成績、実技、臨床実習、国家試験、就職、学生

アンケート、卒業生評価等を用いて分析している

か。 

・分析結果から、学科としての強みと課題を明確

にしているか。 

・分析結果が関係会議で共有されているか。 

・学修成果目標の達成度は、各学年に配当される科

目を修得し、進級することを指標としている。 

・授業評価アンケートや卒業生満足度アンケートで

収集・分析したデータは管理運営会議等で報告し、

学科の強みや課題を明確にしている。 ２ 

・授業評価アンケート 

・卒業生満足度アンケー

ト 

1-2-5 学修成果目標

達成上の課題解決に

向け、改善計画と実

施体制を整備し、実

行しているか 

・学修成果目標達成上の課題に対する改善計画が

策定されているか。 

・改善計画に、目標、取組内容、責任者、実施時

期、評価方法が示されているか。 

・進捗状況と効果を確認し、必要に応じて見直し

ているか。 

・改善活動が学科又は養成施設全体の取組として

共有されているか。 

・国家試験合格を学修成果目標の一部としており、

合格率 100％を達成するため、フォローアップ体制

等の改善計画を策定している。 

・改善計画は学科長を中心として、内容等を示して

おり、必要に応じて見直しており、学科会議で共有

している。 

２ 

・国家試験合格率 

・フォローアップセミナ

ー計画書 

 

 

特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 今後の改善方策 

 ・学校や学科が抱える課題については、日々改善に向けて取組んでいるが、今後

は、責任の所在を明確にして、具体的に改善計画、実施、進捗管理等を確認する

こととする。 

 
最終更新日付 2026 年 6 月 30 日 記載責任者 秋津 知宏 
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大項目２ 教育課程、教育の実施、学修成果 
 

2-1 教育課程の編成と授業科目 

 

小項目 評価の基準 評価結果の分析 
評価 

結果 
参考資料 

2-1-1 養成施設の目

的・目標及び育成人

材像を実現するため

のカリキュラム・ポ

リシーを定め、方針

に基づき、必要な授

業科目を体系的・段

階的に配置した教育

課程を編成している

か 

・カリキュラム・ポリシーが、教育目的、育成人

材像及び学修成果目標と整合しているか。 

・基礎的内容から専門的内容、実技、臨床実習へ

と段階的に学修が進む構成になっているか。 

・各授業科目の配置理由、履修順序、学修成果目

標との関係が整理されているか。 

・教育課程の総単位数、総時間数、授業形態が指

定規則及び指導ガイドラインに適合しているか。 

・必要に応じて、モデル・コア・カリキュラムの

学習目標と教育課程との対応関係を確認してい

るか。 

・教育課程の見直しを行う仕組みがあり、見直し

の経緯と根拠が記録されているか。 

・カリキュラム・ポリシーは教育目的、育成人材像

及び学修成果目標と整合しており、教育課程の編成

は、科目の繋がりや教育目標との関係性を示すカリ

キュラムマップを作成し、授業科目の配置、履修順

序など学修段階を明確にしている。 

・教育課程の総単位数等は指定規則、認定規則及び

指導ガイドラインに適合しており、必要に応じて、

モデル・コア・カリキュラムを確認している。 

・教育課程は必要に応じて適宜見直ししており、新

教育課程を編成する際は、教育課程編成委員会の意

見を聴いたうえで、管理運営会議で決定しており、

議事録を作成している。 

２ 

・カリキュラム・ポリシ

ー 

・カリキュラムマップ 

2-1-2 教育課程編成

のために、教職員及

び企業等の役職員そ

の他の委員により組

織する教育課程編成

委員会等を設置し、

年 2 回以上開催して

いるか 

・教育課程編成委員会等の規程、委員構成、開催

回数が要件に適合しているか。 

・企業等の役職員、関連業界の関係者、外部有識

者等が委員として参画しているか。 

・委員会で、教育課程、授業内容、実習・演習、

就職状況、卒業生評価等が具体的に審議されてい

るか。 

・外部委員の意見が､教育課程､シラバス、実習内

容、学生支援、教員研修等の改善に反映されてい

るか｡ 

・意見を聴取しただけで終わらず、対応方針、実

施結果、継続課題が記録されているか。 

・教育課程編成委員会を設置し、実務に知見を有す

る外部委員及び業界団体等の有識者を委員にするこ

とを教育課程編成委員会規程に定めている。 

・各学科の教育課程編成委員会は年 2 回開催し、委

員からの意見は教育課程の編成及び改善に反映して

おり、委員会の議事録を作成している。 
２ 

・教育課程編成委員会委

員名簿 

・教育課程編成委員会規

程 

・開催通知 

・議事録 
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2-1-3 ディプロマ・ポ

リシーとカリキュラ

ム・ポリシーが整合

しているか 

・ディプロマ・ポリシーに、卒業時に学生が達成

すべき学修成果目標が具体的に示されているか。 

・カリキュラム・ポリシーが、ディプロマ・ポリ

シーに掲げる学修成果目標を達成するための教

育課程編成方針として整理されているか。 

・授業科目の配置、履修順序、授業方法及び評価

方法が、学修成果目標の達成に向けて整合してい

るか。 

・ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシ

ーの関係を、カリキュラムマップ、カリキュラム

ツリー等により確認しているか。 

・必要に応じて、モデル・コア・カリキュラムの

学習目標と、学修成果目標、教育課程及び評価方

法との対応関係を確認しているか。 

・両ポリシーの見直しを行う場合、検討過程、関

係会議、改定理由等が記録されているか。 

・学科ごとに定めるディプロマ・ポリシーは、卒業

時における学修成果目標を具体的に示しており、カ

リキュラム・ポリシーは学修成果目標を達成するた

めの教育課程編成・実施の方針として定めている。 

・授業科目の配置、履修順序、授業方法及び評価方

法は、学修成果目標の達成に向けて整合しており、

カリキュラムマップにより、ディプロマ・ポリシー、

カリキュラム・ポリシーの関係性を確認している。 

・新教育課程を編成する際は、必要に応じてモデル・

コア・カリキュラムを参考にしている。 

・教育に関する三つの方針を見直す場合は、管理運

営会議の議を経ることとしており、検討過程や改定

理由は議事録で確認できるようにしている。 

２ 

・ディプロマ・ポリシー 

・カリキュラム・ポリシ

ー 

・カリキュラムマップ 

2-1-4 指定規則・指導

ガイドラインに定め

られた臨床実習のカ

リキュラムにおける 

意義・位置付けは明

確にされているか 

・臨床実習が、育成人材像の育成及び学修成果目

標の達成において、どのような役割を担う重要な

科目としてカリキュラム上に位置づけられてい

るか。 

・指定規則・認定規則・指導ガイドラインに定め

られた臨床実習の単位数､時間数､内容等の要件

を充足しているか｡ 

・臨床実習の教育目標、具体的な実習内容、指導

体制、評価方法が明確に計画されているか。 

・必要に応じて、臨床実習で扱う学習内容とモデ

ル・コア・カリキュラムとの関係を確認している

か。 

・多様な現場を経験できるよう、臨床実習Ⅰ～Ⅳを

配置している。学外臨床実習では、実習施設と連携

し現場を経験させることにより、専門分野における

リアルな社会ニーズを把握させ、学生の職業実践教

育の視点での成長を促すことを目的としている。 

・鍼灸学科、柔整学科の臨床実習は、指定規則、認

定規則、指導ガイドラインの要件を遵守しており、

シラバス及び実習要綱（実習の手引き）で教育目標、

具体的な実習内容、指導体制、評価の方法を明確に

している。また、必要に応じて、モデル・コア・カ

リキュラムを確認している。 

２ 

・シラバス 

・実習要綱（実習の手引

き） 

・ 
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特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 今後の改善方策 

・本校の臨床実習は実践的な教育を教授しており、柔整学科はスキー場救護実習、

鍼灸学科は奥志摩実習など学校独自の特長を持った実習内容としている。 

 

 
最終更新日付 2026 年 6 月 30 日 記載責任者 秋津 知宏 
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2-2 教育課程の実施 

 

小項目 評価の基準 評価結果の分析 
評価 

結果 
参考資料 

2-2-1 授業科目内容

に応じ、講義、演習、

実験、実習又は実技

等、適切な授業形態

で教育が実施され、

かつ、適切な教材が

用いられるととも

に、養成施設が定め

た基準に基づき成績

評価を行っているか 

・各授業科目の到達目標に対し、授業形態が適切

に設定されているか。 

・実習・実技科目では、安全性、指導体制、実習

機器、評価方法が整備されているか。 

・教材の選定、改訂、配布、学習管理の方法が明

確か。 

・成績評価の方法、評価割合、合格基準がシラバ

ス等で明示されているか。 

・成績評価結果が、授業改善や学生への学修支援

に活用されているか。 

・授業形態は、科目の特性に応じて講義、演習、実

習、臨床実習を適切に配置している。 

・各学科の実習系担当主任を中心として、実習・実

技科目において、安全性、指導体制、実習機器、評

価方法を整備している。 

・電子教科書を採用し、学科長及び主任が教材選定

を行い、新入生オリエンテーションで配布している。 

・成績評価基準は「秀・優・良・可・不可」として、

学則第 35 条及び試験に関する規程に規定しており、

試験等の結果に基づき、各科目において公平かつ適

切な成績評価を行っている。 

・成績評価結果を踏まえ授業改善に努めるとともに、

学生面談に活用している。 

２ 

・学則 

・試験に関する規程 

2-2-2 企業等と連携

した、実習、実技、

実験又は演習等（以

下「実習・演習等」

という）の授業を行

っていること。また、

教育目標の達成に必

要な企業等と連携し

た実習・演習等の単

位時間または単位数

の総授業時数に占め

る割合を具体的に設

定しているか 

・企業等と連携した授業科目、実習・演習等の内

容、時間数、単位数が明確か。 

・連携先の選定理由、協定・契約、役割分担、指

導内容が整理されているか。 

・企業等の関係者が、授業、実習、演習、評価、

振り返りにどのように関与しているか。 

・実習・演習等の実施割合が、職業実践専門課程

の要件に照らして説明できるか。 

・実施結果や学生の学修成果を把握し、次年度以

降の教育改善に活用しているか。 

・企業等と連携した授業科目や内容、時間数、単位

数は、科目担当者と併せて管理運営会議にて決定し

ている。 

・連携先は毎年教務課において稟議決裁で決定して

おり、企業等の実習担当者には本校の教育方針を説

明し理解を得たうえで指導を依頼している。 

・企業等の関係者は「臨床実習評価表」で学生の評

価を行っている。 

・企業等と連携して実施している実習は、職業実践

専門課程の基本情報（様式 4）で公表しており、科

目数や時間数を明確にしている。 

・実施結果や学修成果は学科及び教務課で把握し、

次年度の教育改善に活用している。 

２ 

・臨床実習先一覧 

・臨床実習評価表 

・職業実践専門課程の基

本情報（様式 4） 
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2-2-3 編成された各

科目について科目の

学修成果目標、授業

内容、授業の方法、

教材の位置付け等は

シラバスに明示され

ているか 

・全ての開講科目についてシラバスが整備され、

学生が容易に参照できる状態にあるか。 

・シラバスには、科目の到達目標、各回の授業内

容、評価方法・基準など、学生が学修を進める上

で必要な情報が網羅されているか。 

・シラバスの記載内容に科目間のばらつきがな

く、一定の質が担保されているか。 

・必要に応じて、シラバスに示す学修成果目標、

授業内容、方法、教材、評価方法とモデル・コア・

カリキュラムの学習目標との関係を確認してい

るか。 

・全ての開講科目において、シラバスを作成して初

回授業で学生に配布説明しており、シラバスには学

修成果目標、授業内容、評価方法・基準等を具体的

に記載している。 

・シラバスの作成にあたり、教務課が作成したフォ

ーマットを使用していることから、記載項目は科目

間のばらつきが無いようにしており、学科長、講義

系担当主任又は実技系担当主任がシラバスを確認し

ている。 

２ 

・シラバス 

2-2-4 臨床実習は、臨

床実習指導者、実習

調整者の配置等、法

令に基づき実施され 

ているか 

・臨床実習の実施体制が、指定規則、認定規則及

び指導ガイドラインに定める要件に適合してい

るか。 

・臨床実習指導者及び実習調整者の資格要件、配

置状況、役割分担が明確にされているか。 

・実習施設の選定にあたり、施設基準、指導体制、

受入実績、行政処分歴等を確認しているか。 

・施術所で臨床実習を行う場合、開業年数、平均

受診者数、必要設備、臨床実習指導者の配置等の

要件を確認しているか。 

・学生が施術の介助を行う場合、患者への説明と

同意、学生の事前技能確認、指導体制、安全管理

の手順が整備されているか。 

・臨床実習の実施状況、巡回指導、実習施設との

連絡調整、事故・アクシデント対応等の記録が保

存されているか。 

・必要に応じて、臨床実習で扱う学習内容と、学

修成果目標又はモデル・コア・カリキュラムとの

関連を確認しているか。 

・各学科の臨床実習は、指定規則、指定規則、指導

ガイドライン等に基づき、適切な体制で実施してい

る。 

・各実習施設において、法令で定められている資格

要件を満たした臨床実習指導者を置き、実習調整者

は各学科の実技系担当主任としている。 

・附属施設外で行う新規臨床実習先は、実習施設承

諾書等の必要書類を実習後１ヶ月以内に大阪府保険

医療企画課に提出しており、実習施設の選定や学生

の安全確保等については、ガイドラインに基づき適

正に運用している。 

・学生が施術の介助を行う場合は、あらかじめ学内

でバリア試験に合格した者とし、同意書にて患者に

説明を行っている。 

・実習調整者が実施状況を把握し、施設の巡回及び

施設担当者との連絡調整を行っており、事故等があ

った場合は都度報告があり、記録は教務課で管理し

ている。 

２ 

・実習施設承諾書 

・臨床実習施設の概況 

・実習指導者の個人履歴 

・同意書 

・事故報告書 
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2-2-5 臨床実習にお

いて指導方法・評価

基準・指導者との協

議方法等を示した実

施要項・マニュアル

などを整備・活用し

ているか 

・臨床実習実施要項、臨床実習マニュアル又はこ

れに相当する文書が整備されているか。 

・実習の目的、到達目標、具体的な学習活動、指

導体制、評価方法、危機管理が明示されているか。 

・学生、教員、臨床実習指導者に対して、実施要

項・マニュアルが共有されているか。 

・臨床実習指導者との協議方法、連絡調整、フィ

ードバックの手順が定められているか。 

・必要に応じて､臨床実習ガイドライン等を参考

にしつつ､養成施設の実態に即した運用となって

いるか｡ 

・実施要項・マニュアルの見直しが行われ、改善

内容が記録されているか。 

・各学科で実習要綱（実習の手引き）を作成し、実

習の目的、到達目標、指導体制、評価方法等を記載

しており、実習前のオリエンテーションで学生に説

明している。 

・実習調整者が臨床実習指導者と連絡調整を行い、

実習指導者から臨床実習評価表が提出され、学生が

作成するデイリーノート及び実習後レポートによ

り、学修成果を確認して評価している。 

・臨床実習ガイドライン等を参考に運用しており、

実習要綱（実習の手引き）等は必要に応じて見直し

ている。 

２ 

・実習要綱（実習の手引

き） 

・臨床実習評価表 

・デイリーノート 

2-2-6 多面的な授業

評価は実施されてい

るか 

・学生による授業評価アンケートは全科目で実施

され、集計・分析されているか。 

・教員の自己評価や教員間の相互評価（授業参観

等）は定期的に行われているか。 

・卒業生や業界関係者からの授業に関する意見を

収集する機会はあるか。 

・これらの多面的な評価結果を統合し、具体的な

授業改善計画の策定と実行に繋げる仕組みが確

立されているか。 

・授業評価の結果を、学習目標達成度や評価結果

を踏まえた授業改善に活用しているか。 

・全科目において学生による授業評価アンケートを

実施し、クラス、学年ごとに集計して分析し、結果

を踏まえて授業改善に取組んでいる。 

・教員間による授業見学を実施し、見学者は授業見

学フィードバックシートに記入して担当教員にフィ

ードバックするとともに、学科長は全教員の科目を

見学して評価し、面談を行い適宜指導している。 

・業界関係者の訪問時及び本校教員による治療所訪

問の際に授業に関する意見を収集している。 

２ 

・授業評価アンケート結

果 

・授業見学実施要項 

・授業見学フィードバッ

クシート 

 

特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 今後の改善方策 

・鍼灸学科は奥志摩実習、柔整学科は奥伊吹スキー場実習を行うなど、特長ある

臨床実習を実施している。 

・授業評価アンケートについては、ICT を活用した教育の実態に即した内容とな

るよう、評価項目の見直しを行い、評価の目的を明確にすることで授業改善つな

げる。 

 

最終更新日付 2026 年 6 月 30 日 記載責任者 秋津 知宏 
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2-3 単位・卒業認定 

 

小項目 評価の基準 評価結果の分析 
評価 

結果 
参考資料 

2-3-1 ディプロマ・ポ

リシーと、成績評価、

卒業・進級判定基準

が整合しているか 

・各科目の成績評価は、当該科目が担う学修成果

目標の達成度を測るものとなっているか。 

・卒業・進級の判定基準は、ディプロマ・ポリシ

ーに示された総合的な学修成果の達成を判断す

るものとなっているか。 

・成績評価基準、卒業・進級判定基準は、学生便

覧やシラバス等で学生に明確に周知されている

か。 

・判定会議等、卒業・進級判定のプロセスは公平

かつ公正に行われているか。 

・必要に応じて、成績評価、卒業・進級判定に用

いる評価方法が、学修成果目標に対応している

か。 

・学則第 37 条に進級及び卒業認定について定めてお

り、試験の評価に関する詳細は、「試験に関する規程」

を別途定め、学修成果目標の達成度を適切に測るも

のとして設定している。 

・成績評価基準、卒業・進級判定の基準を記載した

学則を学生便覧で学生に周知している。 

・卒業、進級判定は管理運営会議にて公平かつ公正

に行っている。 

２ 

・学則 

・試験に関する規程 

・学生便覧 

・管理運営会議議事録 

2-3-2 ディプロマ・ポ

リシーと整合した評

価の方針に基づき卒

業を認定しているか 

・卒業認定の基準が、学則、履修規程、卒業判定

規程等に明記されているか。 

・卒業判定が、ディプロマ・ポリシーに示された

学修成果目標と整合しているか。 

・単位修得状況、成績、実習評価、資格関連要件

等をどのように確認しているか。 

・卒業判定会議等の手続きが記録され、判定の公

平性が担保されているか。 

・学生に対し、卒業要件、判定基準、異議申立て

又は相談の方法が周知されているか。 

・卒業認定の基準は、学則第 37 条に所定の単位を取

得し、かつ GPA の判定基準を満たした者と規定し、

単位修得状況を確認のうえ、管理運営会議の議を経

て卒業の認定を行っており、公平かつ公正に運用し

ている。 

・卒業認定に必要な全ての単位を修得することが、

ディプロマ・ポリシーに示す学修成果目標と一致す

ることから整合している。 

 

２ 

・学則 

・管理運営会議議事録 
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2-3-3 GPA 制度は適

切に設計され、成績

評価、学修指導及び

学生支援等に有効に

活用されているか 

・Grade Point Average（成績平均値：GPA）制

度の目的、算出方法、対象科目、成績評価との関

係が明確に定められているか。 

・GPA の算出方法及び活用方針が、学生便覧、

履修要項、シラバス等により学生に周知されてい

るか。 

・GPA を用いて、学生の学修状況を把握し、成

績不振学生への面談、補習、学修計画の作成等に

活用しているか。 

・成績優秀者への表彰、奨学金、特待生認定等に

GPA を用いる場合、その基準と手続きが明確に

されているか。 

・GPA の分布や推移を分析し、成績評価の妥当

性、授業改善、学修支援の改善に活用しているか。 

・関連制度において GPA を用いる場合、対象学

生への説明、基準の管理、証明書類の作成手続き

が整理されているか。 

・GPA を学生支援に用いる場合、学生に不利益

が生じないよう、支援目的と情報管理の範囲が明

確にされているか。 

・GPA 制度を導入し、学業成績を総合的に判断する

指標として「GPA 制度に関する取扱い要綱」により、

制度の目的等を定め、学生便覧で周知している。 

・成績（GPA）分布図を作成して、学生の学修状況

を把握し、学修指導及び学生支援に活用している。 

・卒業表彰及び特待生特別奨学金に GPA を活用して

おり、管理運営会議の議を経て決定している。 

・現状は GPA を教育指導等に使用していないが、今

後使用を検討する場合は、目的及び情報管理の範囲

を規定することとしている。 
２ 

・GPA 制度に関する取扱

い要領 

・GPA 分布図 

 

特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 今後の改善方策 

 ・現状は学生に GPA を開示していないことから、今後はその必要性も含めて GPA

の活用方法を検討する。 

 
最終更新日付 2026 年 6 月 30 日 記載責任者 秋津 知宏 
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2-4 学修成果目標の達成状況 

 

小項目 評価の基準 評価結果の分析 
評価 

結果 
参考資料 

2-4-1 ディプロマ・ポ

リシーに明示した職

業能力（資格・免許

等の取得、必要な知 

識や技術、技能、職

務遂行能力の修得な

ど含む。）について目

標を定め、その目標

を達成しているか 

・ディプロマ・ポリシーに明示した職業能力が、

具体的な目標や指標として整理されているか。 

・資格・免許取得状況、知識・技能の到達度、実

習評価、就職先評価等のデータを収集している

か。 

・目標値と実績値を比較し、達成状況と課題を分

析しているか。 

・分析結果を、授業改善、補習、実習指導、キャ

リア支援等に活用しているか。 

・職業能力の達成状況について、学科内で共有し、

必要に応じて学生にもフィードバックしている

か。 

・ディプロマ・ポリシーに、1）知識・理解、2）思

考・判断、3）関心・意欲、4）態度・人間性、5）技

能・表現を定め、各項目に指標を示している。 

・目標値は国家試験合格率 100％、実績値は合格率

としており、学生の自己採点結果に基づき分析し、

次年度の国家試験対策に活用している。 
２ 

・認定実技審査評価表 

・総合実技試験評価表 

・臨床実習評価表 

2-4-2 学科の学生が

習得すべき専門的知

識、専門的技術・技

能、汎用的スキル、

態度等を卒業時点で

の学修成果目標とし

て学生他に明示して

いるか 

・卒業時点での学修成果目標が、専門的知識、専

門的技術・技能、汎用的スキル、態度等の側面か

ら整理されているか。 

・学修成果目標が、ディプロマ・ポリシーと整合

しているか。 

・学生、教職員、保護者等に対して、学修成果目

標が明示されているか。 

・必要に応じて、モデル・コア・カリキュラムで

示された資質・能力及び学習目標との関係を確認

しているか。 

・柔整学科・鍼灸学科では卒業時の達成目標を①知

識・理解②思考・判断③関心・判断④態度・人間性

⑤技能・表現に分類し、教員養成学科では①表現・

態度・人間性②知識・理解・判断・技能③思考・意

欲・関心に分類して学修成果目標を明確にディプロ

マ・ポリシーに定めている。 

・ディプロマ・ポリシーは学生便覧及びホームペー

ジで広く周知している。 

２ 

・ディプロマ・ポリシー 
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2-4-3 学科の卒業時

点での学修成果目標

においては、指定規

則・指導ガイドライ

ンで示された教育内

容の学修成果目標が

含まれているか 

・指定規則、認定規則及び指導ガイドラインに示

された教育内容が、卒業時点の学修成果目標に反

映されているか。 

・各教育内容と学修成果目標との関連性が明確に

されているか。 

・教育課程表、シラバス、カリキュラムマップ等

により対応関係を確認しているか。 

・必要に応じて、認定規則、指定規則、指導ガイ

ドライン及びモデル・コア・カリキュラムとの関

係を整理しているか。 

・各学科の教育課程は、指定規則、認定規則、指導

ガイドライン等を準拠した教育内容としており、シ

ラバス等で明確にしている。 

・カリキュラムマップは、各学科の教育課程に基づ

き、横軸をディプロマ・ポリシーの各項目、縦軸を

学年としており、対応関係を確認できるものとして

いる。 

２ 

・シラバス 

・カリキュラムマップ 

2-4-4 各学年修了時で

の学修成果目標と、

卒業時点での学修成

果目標との整合性が 

図られているか 

・各学年修了時又は学修段階ごとの学修成果目標

が設定されているか。 

・各段階の目標が、前後の学年又は学修段階と連

続しているか。 

・卒業時点の学修成果目標へ段階的に積み上がる

構成になっているか。 

・学年別到達目標、カリキュラムマップ等により

整合性を確認しているか。 

・柔整学科、鍼灸学科では総合実技試験を実施し、

修得すべき知識、技術及び技能の達成度を評価して

おり、各学年の目標は、基礎的な知識・技能から専

門的・実践的な能力へと段階的に高め、最終的な学

修成果目標の達成につながるよう設定しており、カ

リキュラムマップで確認している。 

２ 

・総合実技試験評価表 

・カリキュラムマップ 

2-4-5 臨床実習での学

修成果および認定実

技審査の審査結果

は、卒業時点での学

修成果目標に反映さ

れているか 

・臨床実習で達成すべき学修成果が、卒業時点で

の学修成果目標と関連づけられているか。 

・認定実技審査で評価される能力が、学修成果目

標のどの項目に対応するかが整理されているか。 

・臨床実習評価や認定実技審査結果を、卒業時の

総合的な能力評価にどのように活用しているか。 

・卒業判定基準との関係が明確にされているか。 

・3 年次の臨床実習では、問診から治療までの一連

の過程を経験することにより、専門的技術・技能及

び態度等の達成度を評価している。これらの実践的

評価を、ディプロマ・ポリシーに示す各分類の達成

度を把握するための根拠として活用している。 

・3 年次には、柔整学科において認定実技審査、鍼

灸学科において総合実技試験を実施しており、これ

らの試験結果を関連科目の成績評価に反映すること

で、卒業時に求められる専門的な知識、技術及び技

能の達成度を把握している。 

２ 

・認定実技審査評価表 

・総合実技試験評価表 

・臨床実習評価表 
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2-4-6 国家試験合格率

や就職率は数値化さ

れた目標とされてい

るか 

・国家試験合格率について、どの指標で目標値と

実績値を把握しているか。 

・就職率について、どの指標で目標値と実績値を

把握しているか。 

・国家試験合格率や就職率を重要な成果指標とし

て扱う一方で、卒業時の学修成果目標全体と同一

視していないか。 

・目標値と実績値に乖離がある場合、その要因を

分析し、具体的な対策を講じているか。 

・関連業界以外の就職者や未就職者の進路状況も

把握しているか。 

・国家試験合格率の目標数値は、事業計画で鍼灸学

科、柔整学科とも 100％とし、合格に対する目標点

（正答数）は 70％以上としており、令和 7 年度の合

格率は、はり師 88.7％、きゅう師 90.6％、柔道整復

師 83.3％となったことから、1 年次から段階的に学

力を向上させる取組みを検討する。 

・就職率の目標数値は、事業計画で就職希望者に対

する就職者数 100％としており、令和 7 年度卒業生

は鍼灸学科、柔整学科、教員養成学科とも 100％と

なった。 

・卒業時における学修成果目標は学科ごとに定める

ディプロマ・ポリシーを具体的に示しているため、

国家試験合格率や就職率だけが最終の学修成果目標

とはしていない。 

・国家試験の合否と卒業認定試験までの模擬試験等

を含む成績を分析し、国家試験までの学生の学修状

況を把握し、国家試験合格率が向上するよう指導方

法や授業の改善を行っている。 

・国家試験翌日は学生が来校して自己採点を行って

おり、その結果を基に科目ごとの正答率や識別指数

を算出して分析することにより、教育改善につなげ

ている。 

・卒業生全員の就職・進路等の状況を把握している。 

２ 

・事業計画 

・国家試験合格率 

・就職、進路結果一覧 

2-4-7 学生が望む進路

に関する目標を定

め、その目標を達成

しているか 

・学生の進路希望を、アンケート、面談、キャリ

ア相談等により把握しているか。 

・進路に関する目標値、支援計画、達成状況の把

握方法が明確か。 

・就職率だけでなく、希望進路との一致、未就職

者や進路未定者への支援状況を確認しているか。 

・関連業界以外の進路についても、養成施設とし

ての把握と支援方針があるか。 

・卒業後の継続的な学習、研修、卒後教育に関す

る情報提供を行っているか。 

・学生全員の就職、進路希望はアンケートや面談に

より把握している。 

・クラスアドバイザーが全員と面談していることか

ら、学生課と情報を共有し、キャリア支援に努めて

いる。 

・キャリア支援室を設置し、過去 3 年間の就職先一

覧を掲示するとともに、企業パンフレットを置き、

利用方法は学生便覧で周知している。また、卒業生

も利用できるようにしている。 

２ 

・進路アンケート 

・進路結果 

・学生便覧 
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特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 今後の改善方策 

 ・国家試験合格率 100％を達成するため、1 年次から段階的に学力を向上させる

取組みを検討する。 

・関連業界への就職を希望する学生に対しては、進路相談により学生のニーズを

把握したうえで支援できているが、関連業界以外の就職については、学生が個別

に就職活動を進めるケースが多く、学校は履歴書作成等の支援に留まっているこ

とから、今後は多様な進路選択に対応できるよう検討を進める。 

 
最終更新日付 2026 年 6 月 30 日 記載責任者 秋津 知宏 
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大項目３ 学生の受入れ、学生支援 
 

3-1 学生募集及び入学者の選抜、収容定員の管理 

 

小項目 評価の基準 評価結果の分析 
評価 

結果 
参考資料 

3-1-1 アドミッショ

ン・ポリシー、入学

選考基準、方法を定

め、入学希望者に明

示し、入学者の選考

を公正に行い、合否

を決定しているか 

・アドミッション・ポリシー、入学選考基準、選

考方法が募集要項等で明示されているか。 

・書類審査、筆記試験、面接、小論文等の各選考

方法と評価基準が明確か。 

・選考担当者間で評価基準を共有し、評価のばら

つきを抑える仕組みがあるか。 

・合否判定の責任体制、判定会議、記録保存が適

切か。 

・入学希望者に誤解を与えないよう、選考内容、

評価方法、合否決定の流れを適切に公表している

か。 

・アドミッション・ポリシー、入学選考基準及び選

考方法を定め、学生募集要項及びホームページを通

じて入学希望者に明示している。 

・入学試験実施規程に基づき、学力検査専門委員、

面接専門委員及び書類審査選考委員を配置し、書類

審査、面接及び小論文等の選考方法ごとに評価基準

を定め、公正かつ適正な入学者選考を実施している。 

・評価基準については入学試験管理会議において共

有しており、評価の公平性及び客観性の確保に努め

ている。また、合否判定は所定の手続きに基づいて

実施し、議事録を作成している。 

・選考内容、評価方法、入試日程（合格発表日含む）

は学生募集要項及びホームページで適切に公表して

いる。 

２ 

・学校案内 

・学生募集要項 

・入学試験実施規程 

・入学試験管理会議議事

録 
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3-1-2 学生の受入れ

は、入学定員に基づ

き適正に行っている

か 

・入学定員、収容定員、在籍者数の推移を把握し

ているか。 

・入学定員の過不足が生じている場合、その要因

分析と対応策があるか。 

・学生数に対して、教育環境、教員数、実習先、

学生支援体制が適切に確保されているか。 

・定員管理に関する情報が、養成施設運営、学生

募集、財務計画と連動しているか。 

・留学生を受け入れている場合、在籍管理、出席

管理、進路指導との関係が整理されているか。 

・1 学級の学生定員が 30 人以下であり、学則に

定める入学定員・収容定員が遵守されているか。 

・学生の受入れは、入学定員及び収容定員に基づき

適正に行っており、志願者数、受験者数、合格者数、

入学者数、在籍者数、定員充足率等を継続的に把握・

分析している。 

・分析結果については、入学試験管理会議において

共有し、定員充足率の向上や学生募集施策の改善に

向けた検討を継続的に行っている。 

・学生数に応じた教員配置を行うとともに、教室、

実技室、附属治療所、教育機器等の整備状況を確認

し、教育の質を維持できる環境を確保したうえで学

生を受け入れている。 

・定員管理については、学校運営、学生募集、法人

の中期的な計画及び事業計画と連動させながら管理

している。 

・修学支援新制度の対象機関として認定を受けてお

り、入学定員及び収容定員に基づく適切な定員管理

を行うとともに、学籍異動、休学者数、退学者数及

び在籍状況を継続的に把握・管理し、制度上求めら

れる機関要件を維持している。なお、現在留学生は

在籍していないが、受入れ時には在籍管理（総務課）、

出席管理（教務課）、進路指導（学生課）を適切に行

っている。 

・1 学級の学生定員は 30 人以下としており、学則に

定める入学定員・収容定員を遵守している。 

２ 

・入学試験管理会議議事

録 

・第 4 期中期的な計画 

・事業計画 

・修学支援新制度に係る

確認申請書 
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3-1-3 ディプロマ・ポ

リシー及びカリキュ

ラム・ポリシーと整

合したアドミッショ 

ン・ポリシーが明確

に定められ、公開さ

れているか 

・アドミッション・ポリシーが、求める学生像、

学習意欲、基礎学力、態度等を具体的に示してい

るか。 

・アドミッション・ポリシーが、ディプロマ・ポ

リシー及びカリキュラム・ポリシーと論理的に整

合しているか。 

・入学希望者に対し、選抜で確認する内容とアド

ミッション・ポリシーとの関係が分かりやすく示

されているか。 

・募集要項、学校案内、公式ウェブサイト等で、

アドミッション・ポリシーが適切に公開されてい

るか。 

・公開内容が、入学希望者に誤解を与えない表現

になっているか。 

・アドミッション・ポリシーの見直しを行う場合、

検討過程と改定理由が記録されているか。 

・各学科において、ディプロマ・ポリシー及びカリ

キュラム・ポリシーとの整合性を踏まえたアドミッ

ション・ポリシーを策定し、学科が求める学生像を

明確に示している。 

・アドミッション・ポリシーは、学生募集要項及び

ホームページに掲載し、入学希望者、保護者及び高

等学校関係者等に対して適切に公開している。 

・アドミッション・ポリシーを見直す場合は、入学

試験管理会議で検討のうえ、管理運営会議の議を経

ることとしており、検討過程や改定理由は議事録で

確認できるようにしている。 

２ 

・教育情報の公開（ホー

ムページ） 

・学生募集要項 

 

 

特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 今後の改善方策 

・高校生、社会人、大学生等の多様な学習歴・経歴を有する入学希望者の受入れ

に対応するため、対象者ごとの特性や進路検討時期に応じた広報活動を展開して

いる。特に、ホームページや SNS 等を活用した情報発信の充実、オープンキャ

ンパスや体験授業の内容改善、個別相談機会の拡充等に継続して取り組み、志願

者との接点強化及び入学後のミスマッチ防止に努めている。 

・柔整学科においては、近年の志願者減少が課題となっていることから、高校生

を主な対象とした広報活動を一層強化する。具体的には、OBOG 治療院との連携

強化、オープンキャンパス参加者への継続的なフォロー、SNS やホームページを

活用した情報発信の充実を図る。 

 
最終更新日付 2026 年 6 月 30 日 記載責任者 大西 法子 

 



20 

 

3-2 多様な学生に対する修学支援 

 

小項目 評価の基準 評価結果の分析 
評価 

結果 
参考資料 

3-2-1 適切な体制を

構築し、障がいのあ

る学生、海外からの

留学生、社会人経験

者など、多様な学生

の修学に関する支援

を行っているか 

・多様な学生への支援方針、相談窓口、担当部署、

支援手続きが明確か。 

・障がいのある学生への合理的配慮について、申出

から支援実施までの手順が整備されているか。 

・留学生、社会人経験者、学修に困難を抱える学生

等への個別支援が行われているか。 

・支援内容の決定にあたり、学生本人の意向、教育

上の合理性、関係部署との調整がなされているか。 

・支援記録の管理において、個人情報保護と関係者

間の必要な情報共有が両立されているか。 

・事務局に教務部教務課及び学生課を設置し、学生

を支援する組織体制を整備するとともに、各学科学

年にクラスアドバイザーを配置している。 

・合理的配慮が必要な学生は、クラスアドバイザー

に相談し、内容によって管理運営会議等の会議に諮

り対応することとしている。 

・個別支援が必要な学生は、クラスアドバイザーに

相談し、キャリア支援は学生課、経済的支援は総務

課、会計課が担当するなど学生の状況に応じて適切

に対応している。 

・学修に困難を抱える学生に対しては、校舎 2F フ

ロアに「学修サポート室」を設置し、学科教員が常

駐して学修支援に努めている。 

・支援内容は、本人の意向、教育上の配慮の合理性

を踏まえ関係部署と調整のうえ決定しており、支援

記録は議事録等で管理している。 

２ 

・学校事務組織図 

・クラスアドバイザー担

当表 

・学生相談記録 

（info Clipper） 

3-2-2 特に海外から

の留学生について適

正な在籍管理、進路

（就職）指導を行う

とともに、日本人学

生との交流の機会が

確保されているか 

・留学生の在籍状況、出席状況、成績、生活状況を

定期的に把握しているか。 

・出席不良、成績不振、生活上の問題を早期に把握

し、必要な支援につなげているか。 

・進路指導、就職支援、在留資格に関する相談体制

が整備されているか。 

・日本人学生との交流、グループ学習、学内行事等

への参加機会が設けられているか。 

・留学生支援に関する記録が、制度要件及び個人情

報保護に配慮して管理されているか。 

・留学生の出席管理、学修状況の把握はクラスアド

バイザー及び教務課並びに学生課が対応すること

としており、在籍管理等の必要書類は総務課で管理

しているが、令和 7 年度の留学生の在籍者数は 0

名となっている。 

 ２ 

・留学生在籍者数報告書 
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3-2-3 退学率低減化

に対し要因分析、目

標設定等、組織的に

取り組んでいるか 

・中途退学率及び留年率の算出方法、対象期間、集

計単位が明確にされているか。 

・中途退学率及び留年率の推移を継続的に把握し、

学年、入学区分、成績、出席状況、経済的理由等の

観点から要因分析を行っているか。 

・退学率等の低減に向けた目標値又は改善目標が、

現状分析に基づいて設定されているか。 

・教務､学生支援､担任､事務部門等が連携し､退学・

留年の予防に向けた組織的な取組を行っているか｡ 

・出席不良、成績不振、実習不適応、相談利用状況

等から、学修継続に困難を抱える学生を早期に把握

する仕組みがあるか。 

・実施した取組の進捗状況と効果を確認し、支援体

制、教育方法、入学前教育、初年次教育等の改善に

活用しているか。 

・退学率等の分析結果及び改善策が、関係会議で共

有され、記録として保存されているか。 

・中途退学率及び留年率は単年度ごとに算出してお

り、学籍異動の可能性のある学生がいる場合は、ク

ラスアドバイザーが「学籍異動経緯書」を作成し、

成績や授業出欠状況、退学理由等をアドバイザーミ

ーティングで共有している。 

・事業計画で退学率の目標は 3％に設定しており、

特に学業不振による退学者 0 名に向けて取組んで

いるが目標は未達となっている。 

・クラスアドバイザー、学生課、教務課が連携し、

出席不良、成績不振など学生状況を把握し、アドバ

イザーミーティングで共有して早期対応に努めて

いる。また、退学率低減に向けて教育改善、学生支

援、入学前・初年次教育など組織的に実施している。 

 

２ 

・アドバイザーミーティ

ング議事録 

・学籍異動経緯書 

・令和 7 年度退学者数及

び退学率、留年率 

 

 

特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 今後の改善方策 

 ・中途退学率は目標数値 3％に対し、令和 7 年度実績は 4.7％（令和 6 年度 5.7％）

となり達成できていないことから、学生サポート体制を再確認し、退学率の抑制

に努める。 

 
最終更新日付 2026 年 6 月 30 日 記載責任者 秋津 知宏 
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3-3 学生生活に関する支援 

 

小項目 評価の基準 評価結果の分析 
評価 

結果 
参考資料 

3-3-1 留年者、退学希

望者など学習の継続

に困難な問題を抱え

る学生に対し適切な 

対応を行っているか 

・留年、退学、休学、成績不振、出席不良等の兆候

を把握する仕組みがあるか。 

・支援対象学生に対する面談、補習、学習計画、生

活相談等が記録されているか。 

・学生本人の意向を尊重しながら、保護者、関係部

署、外部専門機関との連携が必要に応じて行われて

いるか。 

・退学希望者に対して、退学理由の確認、学修継続

の可能性、進路変更支援等を丁寧に検討している

か。 

・個人情報に配慮し、必要な範囲で教職員間の情報

共有が行われているか。 

・クラスアドバイザーによる定期的な面談を実施

し、出席状況、成績、生活状況等を把握し、適切な

支援を行い、面談及び対応記録は教務システム

（info Clipper）に記録している。 

・面談には必要に応じて学科長、内容によっては事

務局も加わるとともに、保護者とも連携して学生支

援に努めている。 

・退学希望者に対しては、面談を重ねて本人の意向

を確認し、一時の気持ちに流されないよう時間をか

けて対応している。 

・退学や休学等の個人情報については、アドバイザ

ーミーティングで共有している。 

２ 

・面談記録 

・GPA 分布図 

・面談記録 

・アドバイザーミーティ

ング議事録 

3-3-2 カウンセラー

の配置、相談室の設

置など、学生の相談

に対応するための環

境整備を行い、適切

に運営しているか 

・相談室、相談窓口、カウンセラー等の配置状況が

明確か。 

・学生に対し、相談方法、相談可能な内容、相談時

間、予約方法等が周知されているか。 

・相談記録の管理方法、秘密保持、関係者間の情報

共有の範囲が定められているか。 

・緊急性の高い相談や専門的対応が必要な相談につ

いて、外部専門機関との連携体制があるか。 

・相談状況の傾向を把握し、学生支援体制の改善に

活用しているか。 

・心身の健康相談への対応として、学生相談室を設

置しており、専任のカウンセラー（認定心理士・看

護師・鍼灸師の有資格者）を配置している。学生相

談室は、毎週木曜日 13 時 30 分～18 時 30 分に開

室しており、学生便覧に記載してオリエンテーショ

ンで周知するとともに、ポスター掲示にて周知して

いる。 

・学生が相談室を利用する際は、他の学生や教職員

にもわからないように、専用の Google フォームか

ら直接カウンセラーに連絡して日時を調整するこ

ととしている。 

・カウンセラーからは学生相談室報告書（年 2 回）

が提出され、報告書は鍵のかかるロッカーで適切に

保管している。なお、相談内容に応じてカウンセラ

ーは管理職者及び学生課と連携して対応している。 

３ 

・学生相談室報告書 
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3-3-3 学校保健安全

法に基づく学校保健

計画を策定し、学生

の心身の健康管理体

制を整備し、適切に

運用しているか 

・学校保健計画が策定され、健康診断、健康相談、

感染症対策等の実施計画が明確か。 

・健康診断の実施状況、有所見者への対応、再検査

勧奨、医療機関紹介が適切か。 

・心身の健康に関する相談体制と、学生相談体制と

の関係が整理されているか。 

・感染症、熱中症、実習時の健康管理等について必

要な情報提供が行われているか。 

・健康情報の取扱いについて、個人情報保護に配慮

した管理が行われているか。 

・学校保健計画を策定していないことから早急に策

定を進める。 

・学生の健康診断は毎年実施しており、保健相談や

感染症対策等については、校地内の診療所に医師及

び看護師が勤務しており、適切に対応している。 

・基本的な相談はクラスアドバイザーが担っている

が、心身の健康に関する相談は学生相談室カウンセ

ラーに繋げている。 

・「熱中症による健康障害発生時の対応手順」を定

め、教員会議で周知して対応している。 

・健康診断等の情報は、鍵のかかるロッカーで適切

に保管している。 

１ 

・熱中症による健康障害

発生時の対応手順 

3-3-4 学生のキャリ

ア支援、就職支援に

対する支援体制を整

備し、適切に周知、

運用しているか 

・キャリア支援・就職支援の担当部署、担当者、支

援内容が明確か。 

・学生に対して、支援内容、利用方法、相談時期が

周知されているか。 

・求人情報、就職説明会、個別相談、応募書類作成

支援、面接指導等が実施されているか。 

・学生の希望進路と就職・進学実績を把握し、支援

内容の改善に用いているか。 

・卒業生や関連業界からの情報を、学生の進路選択

支援に活用しているか。 

・学生のキャリア支援及び就職支援は学生課が対応

しており、支援内容やキャリア支援室の利用方法は

学生便覧で周知するとともに、求人情報はキャリア

マップで閲覧できるようにしている。 

・キャリア支援室では、企業パンフレットを地域別

で配置し、履歴書・面接指導を行うとともに、過去

3 年間の就職先実績（関連業界のみ）を掲示してい

る。 

・年 2 回就職相談会を開催し、関連業界への就職支

援に努めるとともに、収集した情報を学生のキャリ

ア支援に活用している。 

２ 

・学生便覧 

・キャリアマップ 

・就職相談会実施報告書 

 

特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 今後の改善方策 

・有資格者のカウンセラーを配置した学生相談室を設置し、学生が教職員ではな

い第 3 者に相談できる体制を整備している。 

・学校保健計画を早急に策定する。 

 
最終更新日付 2026 年 6 月 30 日 記載責任者 秋津 知宏 
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3-4 学生の自主的な学習等の促進に対する支援 

 

小項目 評価の基準 評価結果の分析 
評価 

結果 
参考資料 

3-4-1 学生の学力や

学習状況を把握し、

入学前教育や補習授

業を行うなど学習支

援に取り組んでいる

こと。学生の円滑な

学習に向け、シラバ

スの活用による学習

成果の向上や自主的

な学習に関する適切

な支援を行っている

か 

・入学時又は入学前に、基礎学力、学習習慣、学習

上の課題を把握しているか。 

・入学前教育、補習、学習相談、学習方法指導等が

計画的に実施されているか。 

・シラバスの見方、到達目標、評価方法、予習・復

習の方法を学生に説明しているか。 

・Learning Management System（学習管理シス

テム：LMS）等を活用している場合、学習状況の

把握と支援に結びつけているか。 

・学習支援の効果を確認し、支援内容の改善に活用

しているか。 

・入学前教育及び入学後にプレースメントを実施し

ており学生の基礎学力の把握に努めている。 

・学生の学力や学修状況はクラスアドバイザーが把

握しており、フォローアップセミナー及び 3 年次は

国家試験対策として夏期講習及び冬期には直前講

習を計画的に実施している。 

・全科目のシラバスにおいて、学生が学修計画を立

てられるよう各コマの内容が記載され、自主的に学

修を進めることができるよう初回授業時に説明し

ている。 

・学内で実施する臨床実習ではルーブリック評価を

取り入れており、学生が理解度や課題を把握して改

善できるようにしている。 

２ 

・入学前教育 

・プレースメントテスト 

・フォローアップセミナ

ー実績 

・夏期講習開催案内 

・直前講習案内 

 

3-4-2 正規の授業時

間以外に行われる、

課外活動など学生の

自主的な活動を充実

させるため、適切に

支援しているか 

・課外活動に関する基本方針、規程、申請手続きが

整備されているか。 

・公認団体、活動場所、顧問、活動経費等の支援状

況が明確か。 

・学生が活動に参加しやすいよう、情報提供や相談

体制が整っているか。 

・活動中の安全管理、保険、事故対応、外部活動時

の手続きが整備されているか。 

・課外活動の状況や成果を把握し、必要に応じて支

援内容を見直しているか。 

・学校規則に「課外活動規則」及び「同好会活動規

則」を制定している。 

・学校公認クラブとして柔道部があり、専任教員を

監督として配置して定期的に活動している。同好会

活動として経穴カルタ同好会、フットサルサークル

及び柔道サークルがあり、学生課管轄としている。 

・柔道部が全国柔道整復学校協会柔道大会等に参加

する際には、大会参加費や交通費を負担している。 

・全学生対象に、キャリア教育共済協同組合の「学

生・生徒 24 時間共済」に加入しており、授業中、

通学中、課外活動中及び学外臨床実習中に発生した

事故やケガ等があった場合に対応しており、オリエ

ンテーション時に学生便覧で周知している。 

 

２ 

・課外活動規則 

・同好会活動規則 

・柔道部活動実績 

・学生便覧 
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特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 今後の改善方策 

  

 
最終更新日付 2026 年 6 月 30 日 記載責任者 秋津 知宏 
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大項目４ 教員・教育実施組織 
 

4-1 教員の配置、募集、採用 

 

小項目 評価の基準 評価結果の分析 
評価 

結果 
参考資料 

4-1-1 教育課程を実

施するのに必要な、

資格・要件を備えた

教員について、採用

基準等を整備し、適

正に配置しているか 

・教員採用基準、配置基準、選考手続きが整備さ

れているか。 

・法令・指定規則・指導ガイドライン上の教員要

件を満たしているか。 

・担当科目と教員の資格、専門分野、教育経験、

実務経験が整合しているか。 

・教員の欠員や不足が生じた場合の採用計画、補

充体制があるか。 

・非常勤講師を含めた教員配置の妥当性が、組織

的に確認されているか。 

・法令に定める教員配置基準を満たしているか。 

・認定規則、指定規則、指定基準に定められた教員

数を確保しており、全ての専任教員は各種法令等の

教員要件を満たし、担当科目と教員の資格、専門分

野、教育経験、実務経験を整合させている。 

・教員の欠員や不足はないが、教員の年齢等を鑑み

採用計画を立て、必要に応じて教員採用試験（模擬

授業及び面接試験）を実施し、常務理事会において

審議のうえ採用決定している。 

・専任教員及び非常勤講師の担当科目は、管理運営

会議に諮り決定している。 

２ 

・教員名簿 

・担当科目一覧 

・教員資格を示す資料 

・管理運営会議議事録 

4-1-2 担当科目に相

応しい教員像、要件

（指定規則上、さら

に専門性、授業力、

学生指導力等）を明

確にしているか 

・カリキュラム編成の結果として位置付けられた

全科目について、担当するに相応しい教員像及び

具体的な要件（資格、経験、専門知識・技能、教

育能力等）が、養成施設として定められているか。 

・指定規則、認定規則に定める教員資格要件（例：

基礎分野、専門基礎分野、専門分野ごとの要件）

を充足することは当然として、さらに養成施設独

自の付加的な要件や期待する人物像が設定され

ているか。 

・これらの教員像･要件が､教員の採用や担当科目

の決定（配置）における実質的な基準となってい

るか｡ 

・必要に応じて、担当科目に相応しい教員像・要

件に、学習方略、学習評価、フィードバック等を

実践する教育能力が含まれているか。 

・柔整学科、鍼灸学科、教員養成学科の教員（常勤

及び非常勤）は、各種法令に則し、次の能力を満た

している者としている。 

① 本校の建学の理念、建学の心を理解し、社会に貢

献できる医療人を育成できる能力 

② 本校の教育目標、3 つのポリシーを理解し目標が

達成できるように学生を導ける能力 

③ 専門性、授業力、学生指導力等を遂行のため、自

発的に研修に励み、資質の向上に努める能力 

・各科目の教員配置は、教員の資質（上記①～③の

能力）、専門性、教育力、教員歴を校長及び学科長が

判断して配置している。 

・学生からの授業評価アンケート結果を踏まえて学

科長からフィードバックを行い、授業改善に努めて

いる。 

２ 

・授業評価アンケート 
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特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 今後の改善方策 

  

 
最終更新日付 2026 年 6 月 30 日 記載責任者 秋津 知宏 



28 

 

4-2 教員の組織編制等 

 

小項目 評価の基準 評価結果の分析 
評価 

結果 
参考資料 

4-2-1 養成施設の目

的に応じた教育を実

施するために、適切

な業務分担、責任体

制のもとで分野の区

分ごとに、教員の組

織体制を整備してい

るか 

・教員組織、役職、会議体、業務分担、責任者が

明確か。 

・分野の区分や教育内容に応じて、必要な教員が

組織的に配置されているか。 

・教育課程の運営、実習、学生支援、成績評価、

教育改善に関する役割分担が整理されているか。 

・専任教員と非常勤講師の連携、情報共有の仕組

みがあるか。 

・教員組織上の課題を把握し、必要な見直しを行

っているか。 

・学校長及び各学科には学科長及び主任を配置し、

教育課程の運営については、講義系担当主任及び実

習系担当主任を中心とし、指定規則、認定規則に定

められている以上の教員を配置している。 

・各学科学年（午前・午後・夜間）にクラスアドバ

イザー（CA）を配置し、学生指導に努めており、業

務分担及び責任体制を明確に定め、定期的に学科会

議を実施して情報共有することにより、教員間で連

携し、課題等は適宜見直して対応している。 

・非常勤講師懇談会を実施し、専任教員との連携及

び情報共有に努めている。 

２ 

・教員組織図 

・クラスアドバイザー担

当表 

・学科会議議事録 

・非常勤講師懇談会実施

報告書 

 

特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 今後の改善方策 

・各学科学年の全てのクラスにクラスアドバイザー（専任教員）を配置し、学生

支援に努めている。 

 

 
最終更新日付 2026 年 6 月 30 日 記載責任者 秋津 知宏 
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4-3 教員の資質の向上 

 

小項目 評価の基準 評価結果の分析 
評価 

結果 
参考資料 

4-3-1 養成施設の授

業の内容及び方法の

改善を図るための

FD など組織的な取

組や教員の研究活

動、自己啓発等への

支援を行っているか 

・FD 活動の年間計画、対象者、実施内容、実施

時期が明確か。 

・授業方法、教材、学習評価、学生支援、実習指

導等に関する研修が実施されているか。 

・FD 活動の成果を、授業改善や教育課程改善に

結びつけているか。 

・必要に応じて、モデル・コア・カリキュラム、

学習評価、フィードバック、ICT・AI の教育利

用等に関する研修が行われているか。 

・FD 活動への参加状況、効果確認、次年度計画

への反映が記録されているか。 

・教員の資質向上を図るため、学生サービスの向上

を目的とした FDSD研修会を年 2回開催するととも

に、学外講師を招いて「学修成果としての卒業生」「競

合他校の卒業生紹介事例」と題した研修会を実施し、

学生教育や授業改善に繋げている。 

・令和 5、6 年度は ICT に関する研修会に取組んだ

ことから、次年度は DX や AI に関する研修会を検討

することとしている。 

・FDSD 研修会は都度報告書が作成され、教職員の

参加状況等がわかるようにしている。 

２ 

・FDSD 研修会資料 

・研修会報告書 

4-3-2 教員の専攻分

野における実務に関

する知識・技術、技

能を修得・向上する

ための研修を企業等

と連携して、組織的

に行っているか 

・企業等と連携した実務研修の年間計画、対象教

員、研修内容が明確か。 

・連携先が、専攻分野の実務に関する知識・技術・

技能の向上に適切か。 

・教員の参加記録、研修報告、学内共有の仕組み

があるか。 

・研修内容が授業内容、実習指導、教材、評価方

法の改善に反映されているか。 

・職業実践専門課程の要件に沿った記録が整備さ

れているか。 

・学科教員は専攻分野の知識、技術、技能の修得及

び向上を目的として、毎年東洋療法学校協会教員及

び全国柔道整復学校協会が開催する教員研修会、全

日本鍼灸学会等に参加しており、研修内容は各教員

にフィードバックされ授業改善や実習指導に取組ん

でいる。 

・教員研修会は毎年開催され、本校教員も計画的に

参加している。また、教員個人に研修費を設定し業

界団体等の研修会や学会等への参加を促し、指導力

や技術研鑽に努める仕組みとしている。 

２ 

・教員研修会参加報告書 

・学会参加報告書 
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4-3-3 教員の授業及

び指導力等を修得・

向上するための研修

を企業等と連携し

て、組織的に行って

いるか 

・授業及び指導力向上のための企業等連携研修の

計画と実績があるか。 

・研修内容が、授業方法、実技指導、臨床実習指

導、評価、フィードバック等に関係しているか。 

・研修成果を授業改善や実習指導改善に活用して

いるか。 

・研修参加記録、報告書、授業改善事例が保存さ

れているか。 

・4-3-1 の FD 活動全般、4-3-2 の実務研修との

役割分担が明確か。 

・学科教員には個人研究費を配分しており、個々の

専門分野の理解を深めるための研修や教育力向上を

目的とした研修会等への参加費及び旅費に使用でき

るようにしている。なお、研修会等に参加するため

には、「研修計画書」をもって予め校長の許可を得な

ければならないこととしている。 

・研修会等に参加した教員は復命書にて内容をフィ

ードバックするとともに、授業等に取り入れ、指導

力向上及び教育改善に活用している。 

・上記研修会等は、個々の専門分野の理解を深める

ための研修や教育力向上を目的としたものを対象と

していることから、一部教員研修会や学会を含んで

いるが、FDSD 研修会とは役割分担が明確になって

いる。 

２ 

・研修計画書 

・復命書 

4-3-4 教員に取り組

むべき目標・課題（学

科目標達成上の役割

の理解と意欲、授業 

改善・教育内容開

発・授業方法の開発、

退学率低減化、学生

募集への貢献）を明

示しているか 

・学科全体の教育目標、学修成果目標、国家試験、

就職、退学率低減等に関する目標が教員に共有さ

れているか。 

・各教員の担当授業、学生指導、実習指導、学科

運営上の役割が明確にされているか。 

・授業改善、教育内容・方法の開発、学生支援等

について、教員が取り組むべき目標又は課題が示

されているか。 

・専任教員と非常勤講師の役割の違いに配慮しつ

つ、必要な情報共有が行われているか。 

・教員が目標や役割を理解し、教育改善に取り組

むための会議、面談、研修等の機会があるか。 

・目標・課題の共有状況や取組状況が記録されて

いるか。 

・事業計画に国家試験合格率 100％、退学率 3％以内、

就職希望者に対する就職率 100％を目標として掲

げ、1 月及び 4 月の教職員連絡会で共有している。 

・各クラスにクラスアドバイザーを配置して学生指

導に当たるとともに、担当授業、実習指導など役割

を明確にしている。 

・各教員は、授業評価アンケート及び授業見学アン

ケートの結果を踏まえ、自己点検シートを作成して

いる。また、学期ごとに学科長との面談を実施し、

授業上の課題や改善方策を確認することより、継続

的な教育改善につなげている。 

２ 

・事業計画 
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4-3-5 教員の評価シ

ステムを整備し、評

価結果を踏まえ組織

的な教員の育成を図

っているか 

・教員評価の目的、対象者、評価者、評価項目、

評価基準、評価時期、評価方法が明確に定められ

ているか。 

・教育活動、研究活動、学生指導、養成施設運営

への貢献等を、養成施設の規模や特性に応じて確

認しているか。 

・評価基準及び評価過程が教員に周知され、公平

性、透明性及び納得性を確保する仕組みがある

か。 

・評価結果が、教員本人に適切にフィードバック

され、授業改善、学生指導、専門性向上等に活用

されているか。 

• 評価結果を踏まえ、個々の教員の育成課題や研

修参加、授業改善目標等が整理されているか。 

・教員評価の結果と、Faculty Development（教

員の能力開発：FD）活動、学内研修、外部研修

等の教員育成の取組が関連づけられているか。 

・評価結果を処遇や役割分担に用いる場合、その

基準と手続きが明確にされ、教員に説明されてい

るか。 

・教員評価及び育成に関する記録が適切に管理さ

れ、次年度以降の教員育成計画に活用されている

か。 

・法人全体で実施している目標管理制度に基づき、

教員個々の目標は学科長と相談し、事業計画に沿っ

た目標管理を作成して遂行しており、その評価を昇

任等の人事考課に反映している。 

・校長及び学科長は個々の目標管理の遂行状況によ

り、教育研究活動、学生指導等を確認しており、評

価結果は各教員にフィードバックしており、授業改

善、学生指導等に活用している。 

・評価の結果、昇進する場合は、校長から今後の業

務内容について説明している。 

２ 

・目標管理制度 

 

特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 今後の改善方策 

  

 
最終更新日付 2026 年 6 月 30 日 記載責任者 堀井 静 
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大項目５ 教育環境 
 

5-1 教育環境の整備点検、改善等 

 

小項目 評価の基準 評価結果の分析 
評価 

結果 
参考資料 

5-1-1 当該養成施設

に適用される設置基

準及び関連法令に基

づき、教育上の必要

性に対応できる施

設・設備、機械器具

等を備えている（補

修、更新含む） 

・校舎、教室、実習室、図書室、柔道場、情報環

境等が設置基準及び関連法令に適合しているか。 

・教育課程の実施に必要な機械器具、模型、教材、

図書、ICT 環境が整備されているか。 

・普通教室、実習室等の面積基準、専門図書、学

術雑誌、実習室設備等の要件を確認しているか。 

・学生数、授業形態、実習内容に応じて、安全で

適切な学習環境が確保されているか。 

・施設・設備、機械器具等の点検、保守、補修、

更新の計画と実績があるか。 

・老朽化、故障、不足等がある場合、改善計画と

予算措置が検討されているか。 

・専修学校設置基準及び関連法令に適合した校舎、

教室、実習室、柔道場等を設置しており、教育課程

の実施に必要な機械器具、模型、教材、図書を整備

している。 

また、学生に iPad を配布していることから、校舎内

は Wi-Fi 環境を整備している。 

・教室、実習室等の面積基準、専門図書、学術雑誌、

実習室設備等の要件は法令確認のうえ遵守し、学生

数、授業形態、実習内容に応じて、安全かつ適切な

学修環境を整備しており、2Ｆフロアには学修サポー

ト室をはじめとした、学生の自習スペースを確保し

ている。 

・老朽化した施設・設備は都度修繕し、学生が安全

に学修できるよう努めており、大規模修繕は、法人

が策定する施設修繕計画書（2021～2030）に基づき

計画することとしている。また、消防点検や防火設

備検査、特定建築物調査など、施設設備に関する保

守点検については、法令に基づき実施している。 

３ 

・備品台帳 

・点検記録、保守契約書 

・消防点検報告書 

・防火設備検査報告書 

・特定建築物調査報告書 

 

特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 今後の改善方策 

・学生には iPad（電子教科書）を配布し、校舎内は Wi-fi 環境が整備され、

スムーズな ICT を活用した教育を実施している。 

 

 
最終更新日付 2026 年 6 月 30 日 記載責任者 堀井 静 
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5-2 安全対策、防災組織 

 

小項目 評価の基準 評価結果の分析 
評価

結果 
参考資料 

5-2-1 学校保健安全

法に基づく学校安全

計画を策定し、学校

における安全対策を

適切に行っているか 

・学校安全計画が策定され、教職員及び学生に周

知されているか。 

・防災組織、緊急連絡網、避難経路、避難訓練等

が整備されているか。 

・実習・実技時の事故防止、感染予防、機器使用

時の安全管理が明確か。 

・事故、災害、感染症、ハラスメント等への対応

手順が整備されているか。 

・安全対策の実施状況を点検し、必要な改善を行

っているか。 

・学校安全計画が策定できていないことから、早急

に策定することとしている。 

・消防計画を策定し、防災組織及び緊急連絡網を整

備するとともに、毎年 4 月のオリエンテーションで、

学生便覧を使用して、有事における注意事項を説明

したうえで、消火器の使用方法及び避難訓練を実施

している。 

・感染症対策、針刺し事故、実習時の安全管理など

個々のマニュアルは整備されているが、学校組織と

しての危機管理マニュアルとなっていないことか

ら、取り纏めて整理することを検討する。 

１ 

・消防計画 

・学生便覧 

・各種マニュアル 

 

特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 今後の改善方策 

 ・学校安全計画を早急に策定する。また、学校組織としての危機管理マニュアル

を整備する。 

 
最終更新日付 2026 年 6 月 30 日 記載責任者 堀井 静 
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大項目６ 教育活動の基盤と情報の公表 
 

6-1 中期事業計画と財務基盤 

 

小項目 評価の基準 評価結果の分析 
評価 

結果 
参考資料 

6-1-1 当該養成施設

の中期事業計画又は

設置法人の中期事業

計画に、教育目的、

教育目標の実現に向

けた具体的な内容が

位置付けられている

か 

・中期事業計画に、教育目的・教育目標の実現に

向けた具体的な事業が位置づけられているか。 

・教育の質向上、教員体制、施設・設備、学生支

援、財務基盤等が計画に含まれているか。 

・中期事業計画が単年度計画や予算編成に反映さ

れているか。 

・計画の進捗管理、評価、見直しの手続きがある

か。 

・養成施設又は設置法人の計画と、各学科の教育

改善計画が接続しているか。 

・法人全体で第 4 期中期的な計画（R7 年度～R11 年

度）を策定しており、教育目的及び教育目標の実現

に向けて具体的に明記している。学校部門について

は、定員充足率改善を中心とした事業内容としてい

る。また、財務関係については、経営判断指標や財

務比率等に関するチェックリストがあり、事業計画

及び法人予算に反映している。 

・学校部門の中期計画については、単年度ごとに進

捗管理を行い、必要に応じて修正するとともに、学

科の教育改善に努めることとしている。 

２ 

・第 4 期中期的な計画 

6-1-2 当該養成施設

の教育活動を安定し

て遂行するために必

要かつ十分な財務基

盤を確立しているか 

・教育活動を継続するための収入、支出、資金繰

り、財務状況が把握されているか。 

・予算・決算の審議、承認、監査等の手続きが適

切か。 

・教育課程の実施、施設・設備、教員体制、学生

支援に必要な資源配分が行われているか。 

・財務上の課題がある場合、その改善計画や対応

策が検討されているか。 

・制度要件に関する財務資料が整備されている

か。 

・法人全体及び各部門の財務状況は本部経理課で把

握している。 

・次年度の予算は、中期的な計画、事業計画等に基

づき 3 月の理事会、評議員会において審議決定され

ており、教育活動、施設設備の修繕及び更新費用、

教員体制や学生支援に必要な予算が配分されてい

る。 

・予算化されていないものは、必要に応じて都度補

正予算として理事会の承認を得ている。 

・修学支援新制度機関要件に関する資料は総務課及

び会計課で整理しており、3 年に 1 回大阪府教育庁

私学課による補助金等執行検査を受けている。 

２ 

・予算書 

・補正予算書 

・事業報告書 

・貸借対照表 

・資金収支計算書 

・事業活動収支計算書 

・財産目録 

・修学支援新制度機関要

件に関する資料 
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特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 今後の改善方策 

 ・中期的な計画は法人全体で策定していることから、大学部門、病院部門の比重

が高く、専門学校部門は、各学科の定員充足率改善を中心とした内容となってい

ることから、第 5 期計画時はより具体的な内容とすることを検討する。 

 
最終更新日付 2026 年 6 月 30 日 記載責任者 堀井 静 



36 

 

6-2 養成施設運営 

 

小項目 評価の基準 評価結果の分析 
評価 

結果 
参考資料 

6-2-1 養成施設運営

の組織体制を整備

し、適切な運営が行

われているか 

・養成施設運営に関する組織図、規程、役割分担、

決裁手続きが整備されているか。 

・養成施設の長又は教育責任者、学科長、事務部

門、各種委員会等の責任と権限が明確にされてい

るか。 

・教育活動、学生支援、財務、施設、安全、情報

公表等に関する運営体制があるか。 

・法令遵守、個人情報保護、ハラスメント防止等

の管理体制が整備されているか。 

・変更承認申請、変更届、年次報告等が、関係法

令及び指導ガイドラインに定める期限・手続きに

従って行われているか。 

・必要な帳簿類が整備され、保存年限に従って管

理されているか。 

・養成施設運営上の課題を把握し、改善に取り組

んでいるか。 

・法人規則「組織及び運営に関する規則」に基づき、

専門学校管理組織図、役割分担等を整備している 

・学校長、学科長、主任、事務局長、部長、次長、課

長が配置され、管理職者で構成される管理運営会議、

教員を中心とする教員会議、各種委員会が設置され、

規程により役割と権限を明確にしている。 

・教育活動及び学生支援は各学科・教務課・学生課、

施設管理は総務課、情報管理は事務職担当者が担って

いる。 

・各種法令を遵守し、個人情報保護やハラスメント防

止等は学院規程で定めるとともに、委員会が設置され

ている。 

・変更承認申請や変更届は、遅滞なく大阪府保健医療

企画課及び大阪府教育庁私学課に提出しており、年次

報告等についても適切に対応している。 

・文書保存規程に基づき、必要書類を保管している。 

２ 

・組織及び運営に関す

る規則 

・専門学校管理組織図 

・各種規程 

・変更承認申請、変更

届、 

6-2-2 養成施設運営

に必要な知識・技能

等を身に付け、意欲

及び資質を向上させ

るために SD 活動な

どの取り組みが行わ

れているか 

・SD 活動の方針、年間計画、対象者、実施内容

が明確か。 

・養成施設運営に必要な法令、制度、学生支援、

情報管理、安全管理等の研修が行われているか。 

・教員と事務職員が連携して養成施設運営を改善

するための研修や会議があるか。 

・SD 活動の参加状況、実施結果、効果確認が記

録されているか。 

・SD 活動で得られた知識や技能を、実際の養成

施設運営改善に活用しているか。 

・FD 委員会委員を中心として、教員、職員合同で資

質向上を目的とした FDSD 研修会を実施している。 

令和 7 年度は外部講師を招き、「学修成果としての卒

業生」「学校教育法の改正について」研修会、学校教

育改善学生意識調査の結果を踏まえた学生満足度の

改善を目的とした研修会を実施した。 

・FDSD 研修会の参加状況等を示す報告書を毎回作成

している。 

・FDSD 研修会で得た知識や情報は養成施設運営や教

育改善に活用している。 

２ 

・FDSD 研修会資料 

・FDSD 研修会報告書 
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特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 今後の改善方策 

  

 
最終更新日付 2026 年 6 月 30 日 記載責任者 堀井 静 
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6-3 学校評価の実施と改善活動 

 

小項目 評価の基準 評価結果の分析 
評価 

結果 
参考資料 

6-3-1 教育課程編成

委員会を年２回以上

実施し、外部からの

意見を反映するな

ど、関連企業等団体、

地域社会等からの意

見を当該養成施設の

運営やその改善・向

上において活用して

いるか 

・教育課程編成委員会の開催回数、委員構成、審

議内容が要件に適合しているか。 

・関連企業等団体、地域社会、卒業生、就職先等

からの意見を収集しているか。 

・外部意見を教育課程、実習、学生支援、養成施

設運営改善へ反映する手順があるか。 

・外部意見への対応状況が記録されているか。 

・教育課程編成委員会を年 2 回（9 月・3 月）開催し

ている。委員は、実務に知見の有する外部委員及び業

界団体等の有識者とすることを教育課程編成委員会

規程に定めている。 

・委員会では業界ニーズの意見を収集し、新教育課程

の編成、実習等の運営に反映している。 

・委員会の議事録を作成するとともに、職業実践専門

課程の基本情報（様式 4）に記載して情報を公開して

いる。 

２ 

・教育課程編成委員会 

規程 

・委員会委員名簿 

・委員会議事録 

・職業実践専門課程の 

基本情報（様式 4） 

6-3-2 学校評価を実

施し結果及び改善状

況についての情報を

公表しているか 

・学校評価の実施方法、実施時期、評価項目、実

施体制が明確か。 

・評価結果と改善状況が公式ウェブサイト等で公

表されているか。 

・公表内容が、個人情報等に配慮しつつ、社会に

分かりやすい内容になっているか。 

・公表内容の更新時期、責任者、確認手続きが定

められているか。 

・学校規則に「学校関係者評価委員会規程」を定め、

設置学科の関連業界等から選任した委員をもって委

員会（9 月）を開催している。評価項目は学校が作成

した自己点検・自己評価報告書の項目ごとに評価し、

評価結果は報告書として取り纏め、ホームページで公

表している。 

・令和 5 年度に一般社団法人柔道整復教育評価機構の

第三者評価を受審し、全項目において、「基準に適合

している」と認定され、結果はホームページで公表し

ている。 

３ 

・自己点検・自己評価

報告書 

・学校関係者評価報告

書 

・第三者評価報告書 

6-3-3 学校評価の結

果に基づく改善への

取り組みを組織的か

つ継続的に行ってい

るか 

・学校評価結果から課題を整理し、優先順位をつ

けているか。 

・改善計画に、目標、担当者、実施内容、期限、

必要な資源が示されているか。 

・進捗状況と効果を定期的に確認しているか。 

・改善結果を次年度計画又は中期事業計画に反映

しているか。 

・学校関係者評価及び第三者評価で指摘を受けた事項

については、管理運営会議で共有し、改善に取組んで

いる。 

・今後は、改善計画を策定し、目標、担当者、実施内

容、期限などを明確にすることを検討する。 
２ 

・学校関係者評価報告

書 

・第三者評価報告書 
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特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 今後の改善方策 

・令和 8 年 4 月 1 日施行の学校教育法の一部を改正する法律において、外部の識

見を有する者による評価が努力義務となる前に、一般社団法人柔道整復教育評価

機構の第三者評価を受審し、全ての項目において「基準に適合している」と認定

されている。 

・第三者評価や学校評価委員会において、指摘を受けた課題等は改善に向けて取

組んでいるが、今後は改善計画を立てて進捗管理を行うなど、組織的に取組む必

要がある。 

 
最終更新日付 2026 年 6 月 30 日 記載責任者 堀井 静 
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6-4 社会からの理解と情報の公表 

 

小項目 評価の基準 評価結果の分析 
評価 

結果 
参考資料 

6-4-1 当該養成施設

の教育活動、養成施

設運営等の状況に関

する情報を積極的に

公表し、関係する教

育機関、産業界、自

治体等をはじめ、社

会全体からの理解を

得るよう取り組んで

いるか 

・教育活動、養成施設運営、学生支援、進路状況、

学校評価結果等の情報が公表されているか。 

・公表内容が正確で、入学希望者や社会に誤解を

与えない表現となっているか。 

・公表媒体、更新時期、担当者、確認手続きが明

確か。 

・産業界、自治体、地域社会等に対し、養成施設

の教育活動や成果を説明する機会があるか。 

・情報公表への反応や問い合わせを把握し、内容

の改善に活用しているか。 

・自己点検・自己評価報告書、学校関係者評価報告書、

第三者評価報告書、事業報告書、財務関係等の情報は、

毎年度ホームページで公開しており、公表内容は適切

な情報としている。 

・職業実践専門課程の基本情報（別紙様式 4）におい

て、教育目的、教育課程、学生支援体制、進路状況を

ホームページで公開しており、情報は継続的に更新し

て正確な情報となっている。 

・近隣自治体の住民を対象とした市民公開講座を実施

するとともに、加盟している西御旅町工場等協議会の

会員を対象として附属治療所の案内を行っている。 

２ 

・自己点検・自己評価

報告書 

・学校関係者評価報告

書 

・事業報告書 

・財務書類 

・別紙様式 4 

・市民公開講座報告書 

 

 

 

特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 今後の改善方策 

・法令等で定められている情報は全てホームページで公開している。  

 
最終更新日付 2026 年 6 月 30 日 記載責任者 堀井 静 

 


